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年 金 ・ 手 当                                          

 

１ 障 害 基 礎 年 金                   

障害基礎年金の受給要件 すべての要件を満たしているときは、障害基礎年金が支給されます。  

１.障害の原因となった病気やけがの初診日が次のいずれかの間にあること。 

・国民年金加入期間 

・20歳前または日本国内に住んでいる60歳以上65歳未満で年金制度に加入していない期間 

２．障害の状態が、障害認定日（障害認定日以後に20歳に達したときは、20歳に達した日）   

    に、障害等級表に定める1級または2級に該当していること。 

３．初診日の前日に、初診日がある月の前々月までの被保険者期間で、国民年金の保険料納付済期

間（厚生年金保険の被保険者期間、共済組合の組合員期間を含む）と保険料免除期間をあわせ

た期間が3分の2以上あること。 

ただし、初診日が令和18年3月末日までのときは、初診日において65歳未満であれば、初診日

の前日において、初診日がある月の前々月までの直近1年間に保険料の未納がなければよいこ

とになっています。 

また、20歳前の年金制度に加入していない期間に初診日がある場合は、納付要件は不要です。 

障害基礎年金の請求時期 障害の状態に該当した時期に応じ、次の2つの請求方法があります。 

１．障害認定日による請求 

障害認定日に法令に定める障害の状態にあるときは、障害認定日の翌月分から（障害認定日以

後に20歳に達したときは、20歳に達した日の翌月分から）年金を受給できます。 

なお、請求書は障害認定日以降、いつでも提出できますが、遡及して受けられる年金は、時効

により、5年分が限度です。 

２．事後重症による請求 

障害認定日に法令に定める障害の状態に該当しなかった方でも、その後症状が悪化し、法令に

定める障害の状態になったときには請求日の翌月から障害年金を受給できます。 

ただし、請求書は65歳の誕生日の前々日までに提出する必要があります。 

なお、請求した日の翌月分から受け取りとなるため、請求が遅くなると年金の受給開始時期が

遅くなります。 

 



 
28 

 
 

 
年  金  額 

（令和８年度金額） 

障害年金 １級 １，０５９，１２５円 
 

障害年金 ２級 ８４７，３００円 

＜ 障害基礎年金の等級と身体障害者手帳の等級は、基準が違います ＞ 

障害基礎年金の受給者によって生計を維持されている１８歳到達年度の末日までにある子、又は 

２０歳未満で１級、２級の障がいの状態にある子は、年金額の加算の対象になります。 
 

 
子 の 加 算 額 

（令和８年度金額） 

１人目、２人目 １人 ２４３，８００円 
 

３人目以降 １人  ８１，３００円 

 

 なお、２０歳前の年金制度に加入していない期間に初診日がある方の障害基礎年金については、

年金の加入を要件としていないことから、年金の支給に関して制限や調整があります。（下記参

照） 

扶養親族等がいない場合 

本 人 の 

前 年 所 得 額 

全 額 停 止 ４，７９４，０００円 

半 額 停 止 ３，７６１，０００円 

  

＊障害基礎年金の受給権の他に公的年金の受給権が発生する場合等には支給の制限があります。 

【相談の窓口】◆ 市役所 保険年金課（☎３２－１６２５） 

 なお、厚生年金（共済含む）による障害年金については、最寄りの年金事務所又は所属の共済

組合にお問い合わせください。 
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２ 特 別 障 害 者 手 当                   

「２０歳以上の方で、政令で定める程度の著しい重度の障害状態にあり、日常生活において常時特

別の介護を必要とする方」に対して、手当が支給されます。ただし、在宅生活の方に限ります。（病

院に３か月以上入院している場合や、施設に入所している場合は、手当受給資格はありません。） 

＊支払月 ５月 ８月 11月 ２月（所得が一定の額を超えた場合は支給されません。） 
 
 
手当月額 30,450円 

 
扶養 

親族数 

所得限度額 

 本人（請求者） 配偶者及び扶養義務者    （令和８年度金額） 

０ 人 3,661,000円 6,287,000円 

１ 人 4,041,000円 6,536,000円 

２ 人 

以 上 

以下１人増すごとに 
本人の場合 380,000円   

配偶者等の場合 213,000円を加算 

 
【相談窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３３・１５３２） 

 

３ 障 害 児 福 祉 手 当                   

「２０歳未満の方で、政令で定める程度の著しい重度の障害状態にあり、日常生活において常時特

別の介護を必要とする方」に対して、手当が支給されます。ただし、在宅生活の方に限ります。 

＊支払月  ５月 ８月 11月 ２月（所得が一定の額を超えた場合は支給されません。） 
 
 
手当月額 16,560円 

 

扶養 
親族数 

所得限度額 
 

  本人（請求者） 配偶者及び扶養義務者 （令和８年度金額） 

０ 人 3,661,000円 6,287,000円 

１ 人 4,041,000円 6,536,000円 

２ 人 

以 上 

以下１人増すごとに 
本人の場合 380,000円   

配偶者等の場合 213,000円を加算 

【相談窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３３・１５３２） 
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４ 児 童 扶 養 手 当                 
 

  以下のいずれかに当てはまる場合、手当が支給されますので、子育て支援課までご相談ください。 

① 母子家庭又は父子家庭であり、かつ２０歳未満の子が児童扶養手当法施行令別表第一（身体障害

者手帳１級、２級、３級及び４級の一部に相当）に該当する場合。 

② 世帯の父又は母が、同令別表第二（身体障害者手帳１級又は２級に相当）に該当し、かつ１８歳

以下の子がいる場合。 

別表第一 別表第二 
一 次に掲げる視覚障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ〇・〇七以下のもの 

ロ 一眼の視力が〇・〇八、他眼の視力が手動弁以下のもの 

ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両眼のＩ／四視標による

周辺視野角度の和がそれぞれ八〇度以下かつＩ／二視標による両眼中

心視野角度が五六度以下のもの 

ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点数が七〇点以下かつ両

眼中心視野視認点数が四〇点以下のもの 

二 両耳の聴力レベルが九〇デシベル以上のもの 

三 平衡機能に著しい障害を有するもの 

四 そしやくの機能を欠くもの 

五 音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

六 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの 

七 両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有する

もの 

八 一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

九 一上肢の全ての指を欠くもの 

十 一上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

十一 両下肢の全ての指を欠くもの 

十二 一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

十三 一下肢を足関節以上で欠くもの 

十四 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

十五 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安

静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であつ

て、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの 

十六 精神の障害であつて、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

十七 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であ

つて、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

（備考） 

視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるもの

については、矯正視力によつて測定する。 

 

一 次に掲げる視覚障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ〇・〇三以下のもの 

ロ 一眼の視力が〇・〇四、他眼の視力が手動弁以下のもの 

ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両眼のＩ／四視標による

周辺視野角度の和がそれぞれ八〇度以下かつＩ／二視標による両眼中

心視野角度が二八度以下のもの 

ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点数が七〇点以下かつ両

眼中心視野視認点数が二〇点以下のもの 

二 両耳の聴力レベルが一〇〇デシベル以上のもの 

三 両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

四 両上肢の全ての指を欠くもの 

五 両上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

六 両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

七 両下肢を足関節以上で欠くもの 

八 体幹の機能に座つていることができない程度又は立ち上がることがで

きない程度の障害を有するもの 

九 前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働することを不能なら

しめ、かつ、常時の介護を必要とする程度の障害を有するもの 

十 精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の監視又は介護を

必要とする程度の障害を有するもの 

十一 傷病が治らないで、身体の機能又は精神に、労働することを不能な

らしめ、かつ、長期にわたる高度の安静と常時の監視又は介護とを必要

とする程度の障害を有するものであつて、厚生労働大臣が定めるもの 

（備考） 

視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるもの

については、矯正視力によつて測定する。 

 

なお、支給に当たっては一定の要件があります。年間の所得が以下の金額を超える場合には、手 

当の一部又は全部が支給されません。 

＊支払月 ５月、７月、９月、１１月、１月、３月（年６回） 

手当の額（令和８年度金額）   所得限度額 
 
 

児童 
の数 

全部支給 一部支給 
 

扶養 

親族数 

請 求 者                 
扶養義務者            

全部支給停止 

 

   

全部支給 一部支給 
１ 人 48,050円 

11,340～ 
48,040円 

０ 人 690,000円未満 2,080,000円未満 2,360,000円以上 
第２子 

加算額 11,350円 
5,680～ 
11,340円 １ 人 1,070,000円未満 2,460,000円未満 2,740,000円以上 

   ２ 人 1,450,000円未満 2,840,000円未満 3,120,000円以上 
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【相談の窓口】◆ 市役所 子育て支援課（☎３２－１５８１） 

５ 特 別 児 童 扶 養 手 当                     

２０歳未満で身体、精神に重度又は中度以上の障がい児を監護している父若しくは母、あるいは父

母に代わって、その児童を養育している方（養育者）に対して手当が支給されます。 
 

 ＊支払月  ４月 ８月 １１月 

手当の額（令和８年度金額） 
扶養親族 

等 の 数        

      所得限度額  

  

本人（請求者） 
配 偶 者 又 は                
扶 養 義 務 者                

   

月額 

１級 １人につき 58,450円 
 

０人 4,596,000 円 6,287,000 円 

２級 １人につき 38,930円 １人 4,976,000 円 6,536,000 円 

  
２人 

以上 

 以下１人増すごとに 
 ・本人の場合   380,000円 
 ・配偶者等の場合 213,000円を加算 

 

 
 

該当する障害は、おおむね次表のとおりです。    ○該当   ●一部該当 
 
  区 

 分 障害区分 

    手   帳  区 

 分 障害区分 

    手   帳  

            
 １  ２  ３  ４  ５  ６  １  ２  ３  ４  ５  ６ 

 

 一 

 

 級 

視 覚         ○  ○     

 

 二 

 

 級 

視 覚        
   ○    

聴 覚        
  ○     

聴 覚        
   ○    

平 衡        
      

平 衡        
   ○    

言語音声 
      

言語音声 
   ○    

そしゃく 
      

そしゃく 
   ○    

上 肢         ○  ○     
上 肢        

   ○    

下 肢         ○  ○  ●    
下 肢        

   ●  ●   

体 幹         ○  ○     
体 幹        

   ○    

内 部         ●      
内 部         ●      

知的障害 
全般的発達に重度の遅滞 
があるもの 知的障害 

全般的発達に遅滞のある 
もの 

 
   【相談窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３２・１５３３） 
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６ 心身障害者扶養共済制度                           

 心身障がい者（児）を扶養している方が、毎月一定の掛金を払い込み、扶養している方が死亡した

り著しい障がいを有する状態となったとき、心身障がい者（児）の生活の安定を図るために年金を支

給する制度です。１人の心身障がい者（児）に２口まで加入できます。 

＊加入資格   特定の疾病又は障がいがなく、県内に居住する６５歳未満の方で、次のいずれ

かに該当する方を扶養していること。 

① 身体障害者手帳の等級が１級から３級までの方 

② 療育手帳を所持しているか、知的障がいと判定された方 

③ その他、身体や精神に永続的な障がいがあり、その程度が①又は②と同程

度の方 

＊掛  金   加入時の年齢により異なります。 

平成２０年４月以降に加入される方の掛金（１口） 
 

 加入者となった時の年齢  掛金月額  加入者となった時の年齢  掛金月額 

 ３５歳未満   9,300円  ５０歳以上５５歳未満  18,800円 

 ３５歳以上４０歳未満  11,400円  ５５歳以上６０歳未満  20,700円 

４０歳以上４５歳未満  14,300円  ６０歳以上６５歳未満  23,300円 

 ４５歳以上５０歳未満  17,300円  

 

＊年金の給付  １口、月額20,000円の終身年金が支給されます。 

＊死亡弔慰金  加入者が生存中に、扶養している心身障がい者（児）が死亡した場合、加

入期間に応じて弔慰金が支給されます。 

＊脱退一時金  加入者が脱退の申出をしたときは、加入期間に応じて脱退一時金が支給さ

れます。２口加入者は、２口目の加入期間に応じた加算がされます。 

  【相談窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３３・１５３２） 

 

７ 伊東市在宅重度障害者等福祉サービス支援金 

在宅生活を送られている障がい者（児）で障害者総合支援法第２８条第１項に定める障害福祉サー

ビスを現に利用し、又は利用しようとする要介護障がい者等に対し在宅重度障害者等福祉サービス支

援金が支給されます。 

＊支 給 額          月額 ３，０００円        ＊支払期   ４月 ８月 １２月 
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＊受給資格   住民登録し、現に市内に居住しており、次に該当する方（要介護障がい者等が

          療養介護及び施設入所支援の障害福祉サービスを利用している場合や、１  

        か月以上の入院加療している場合を除く） 

① 障がい者にあっては、障害者総合支援法第２１条第１項に基づく障害支援区分

４以上の認定を受けた者 

② 障がい児にあっては、別表に掲げる「食事・排せつ・入浴・移動」において 

          全介助若しくは一部介助が３項目以上又は「行動障害及び精神症状」がある 

          若しくは時々あるが１項目以上ある者 

③ ①・②の要件に加えて、要介護障がい者等が属する世帯の市民税所得割額が３

万３千円未満である世帯（障害福祉サービスの利用に係る負担上限月額が０円

の世帯を除く） 

 （別表） 

項目 区分 判断基準 

食事 
・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する 

おかずを刻んでもらうなど一部介助を要する。 

排せつ 
・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

便座に座らせるなど一部介助を要する。 

入浴 
・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

身体を洗ってもらうなど一部介助を要する。 

移動 
・全介助 

・一部介助 

全面的に介助を要する。 

手を貸してもらうなど一部介助を要する。 

行動障がい 

及び 

精神症状 

・ある 

・時々ある 

ほぼ毎日ある。 

週１・２回程度以上ある。 

(1)強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動 

(2)睡眠障がいや食事・排せつに係る不適応行動 

(3)自分を叩いたり、傷つけたり、他人を叩いたり、蹴ったり、 

    器物を壊したりする行為 

(4)気分が憂鬱で悲観的になり、時には思考力が低下する。 

(5)再三の手洗いや繰り返しの確認のため日常動作に時間がかかる。 

(6)他者と交流することの不安や緊張のため外出できない。また、 

  自室に閉じこもり何もしないでいる。 

【相談の窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３３・１５３２） 
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８ 伊東市難病患者見舞金                         

難病患者等の療養の推進を図るために難病患者見舞金を支給しています。前年度受給者には申請時

期に案内文書を送付します。新規に受給者証を交付された方は、御連絡ください。 

＊支 給 額          年額１０，０００円 

＊受給資格   次のいずれにも該当する方 

        ① 申請日現在、伊東市に住民登録のある方 

② 申請日現在、次に掲げる難病（特定疾患）等について国県で指定を受けた

特定医療費（指定難病）受給者証を所持しているか被爆者手帳を所持して

いる方で、現に療養している方 

＊対象疾患  ・巻末付録一覧にある国指定の難病 

・静岡県指定の特定疾患等 

 スモン、橋本病、突発性難聴、先天性血液凝固因子障害等 

   【相談の窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３３・１５３２） 

 

９ 難病患者介護家族リフレッシュ事業 

  在宅で人工呼吸器を使用している又は気管切開で頻回に吸引を必要とする方や小学校・中学校にお

いて医療的ケアを必要とするお子さん等の難病患者に対し訪問看護等を実施することで家族の介護負

担の軽減を図ります。 

【相談の窓口】◆ 市役所 社会福祉課（☎３２－１５３２・１５３３） 

 

１０ 生活保護の障害者加算 

  既に生活保護を受給している方で身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳・療育手帳の所持や障

害年金の受給、福祉手当の受給によって、生活保護費の加算がつくことがあります。対象となる条件

が異なりますので下記相談窓口にお問い合わせください。 

【相談の窓口】◆ 市役所 社会福祉課 保護係（☎３２－１５３４～１５３７） 

 


